Ⅳ．担保余裕額の管理

１．概要
（１）担保出力指定店舗の役割
担保出力指定店舗は、担保差入金融機関等の所要担保価額合計額、担保価額合計額および担保余裕額を一元的に管理します。即ち、担保出力指定店舗は、担保差入金融機関等に属するすべての店舗において行われる担保受払（期日担保返戻を含みます。）および与信取引の予定を把握したうえで、本章３．から５．に掲げる担保価額の増減にかかわらず、担保不足とならないよう、担保価額や所要担保価額の管理を厳格に行う必要があります。
万一、担保不足となることが見込まれる場合には、速やかに担保管理店に連絡したうえで、追加的な担保差入等を行ってください。
（２）担保不足時の対応

日本銀行は、担保の時価または円貨換算率の変更、振替社債等の定時償還または一部繰上償還、日本銀行から担保差入金融機関等に対する純与信額の発生、住宅ローン債権信託受益権の担保返戻または担保価額変更、代理店契約または歳入代理店契約に基づく代理店保証額の改訂または歳入代理店保証額の改訂その他の理由により、業務開始時において担保不足が生じている担保差入金融機関等がある場合には、当該担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に対して「担保不足等通知」（5250-00200）を送信します。

この場合、担保出力指定店舗は、直ちに担保管理店に連絡したうえで、追加的な担保差入等を行い、担保不足を解消してください。
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	（注１）通知日が表示されます。

（注２）金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注３）担保差入金融機関等の所要担保価額合計額の全店舗合計額が表示されます。

（注４）担保差入金融機関等の担保価額合計額が表示されます。

（注５）担保価額合計額から所要担保価額合計額の全店舗合計額を差し引いた値が表示されます。値がマイナスとなる場合には、冒頭に符号「－」を付して表示されます。


２．算出方法

（１）担保残高
担保残高は、担保差入金融機関等が日本銀行に差入れている担保の金額（注）の合計額をいいます。
（注）担保目的物区分が振決国債または振替社債等（短期社債等を除きます。）の場合は額面金額、振替社債等（短期社債等に限ります。）の場合は元本額、邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）の場合は手形金額、邦貨手形（電子記録債権）の場合は債権金額、証書貸付債権の場合は残存元本額、外貨建証書貸付債権の場合は残存元本額（米セント建）、外貨建外国債券の場合は額面金額（外貨建）、住宅ローン債権信託受益権の場合は信託財産となっている住宅ローン債権の残存元本相当額および返済元本相当額（以下「残存元本相当額等」といいます。）をいいます。

日本銀行は、担保目的物区分に応じ、担保残高を次のとおり管理します。
	担保目的物区分
	担保残高の管理単位

	振決国債
	銘柄、担保差入金融機関等または国債決済代行者が振決国債を払出した参加者口座の種別、日本銀行の参加者口座の自己口Ⅱまたは自己口Ⅳのいずれかに記録されているかの別毎

	振替社債等
	銘柄毎

	邦貨手形、証書貸付債権、

外貨建証書貸付債権
	整理番号毎

	外貨建外国債券
	銘柄毎

	住宅ローン債権信託受益権
	信託受益権毎（注）


（注）担保差入金融機関等が担保差入をできる住宅ローン債権信託受益権は、日本銀行が特に必要と認める場合を除き、１つに限ります。
担保残高の更新を行う時期は、担保目的物区分および担保受払等の種類に応じ、次のとおりとなります。

	担保目的物区分
	担保受払等の種類
	担保残高の更新を行う時期

	振決国債
	担保差入

担保受戻
	担保差入または担保返戻依頼の受付後

	
	期日担保返戻
	午後３時到来後

	振替社債等


	担保差入
	日本銀行が、機構システムにおいて、機構システムにおけるオンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口または当該担保差入金融機関等が口座を有する担保差入代行口座管理機関における当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口に振替社債等が振替えられたことの確認後

	
	担保受戻
	担保返戻依頼の受付後

	
	期日担保返戻
	業務開始後遅滞なく

	邦貨手形
	担保差入
	日本銀行が、手形（注１）等の受領後所要の事務を完了したとき

	
	担保受戻
	日本銀行が、担保差入先からの依頼を受けて、所要の事務を完了したとき

	
	期日担保返戻
	業務開始後遅滞なく

	証書貸付債権
	担保差入
	日本銀行が、証書貸付債権証書（注２）等の受領後所要の事務を完了したとき

	
	担保受戻
	日本銀行が、担保差入先からの依頼を受けて、所要の事務を完了したとき

	
	期日担保返戻
	業務開始後遅滞なく

	外貨建証書貸付債権
	担保差入
	日本銀行が、証書貸付債権証書等の受領後所要の事務を完了したとき

	
	担保受戻
	日本銀行が、担保差入先からの依頼を受けて、所要の事務を完了したとき

	
	期日担保返戻
	業務開始後遅滞なく

	外貨建外国債券
	担保差入
	日本銀行が、担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の債券口座から日本銀行名義の債券口座に外貨建外国債券が振替えられたことの確認後

	
	担保受戻
	日本銀行が、担保差入先からの依頼を受けて、所要の事務を完了したとき

	
	期日担保返戻
	業務開始後遅滞なく

	住宅ローン債権信託受益権
	担保差入
	業務開始後遅滞なく

	
	担保受戻
	

	
	担保価額変更
	


（注１）邦貨手形（電子記録債権）の場合には、譲渡記録証明書。

（注２）証書貸付債権（電子記録債権）の場合には、譲渡記録証明書。また、債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の場合には、「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」。
なお、差入済の担保の件数、枚数または通数（注）更新は、原則として、担保残高が更新される都度行われます。

ただし、証書貸付債権または外貨建証書貸付債権の一部受戻日における期日担保返戻においては、件数または通数（注）は減算されないほか、住宅ローン債権信託受益権については、差入済の担保の件数の更新は行われません。
（注）邦貨手形（電子記録債権）または証書貸付債権（電子記録債権）の場合には件数、邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）の場合には枚数、証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）または外貨建証書貸付債権の場合には通数を指します。
（２）担保価額および担保価額合計額

担保価額は、担保残高の管理単位毎に算出した担保の評価額をいい、担保目的物区分に応じて次の計算式により算出されます。また、担保価額の合計額を担保価額合計額といいます。

担保価額および担保価額合計額の更新は、担保受払または期日担保返戻等に伴って担保残高が更新される都度行われるほか、担保価額の算出に用いる時価、掛目、連動係数、円貨換算率またはファクターが更新される時（業務開始時）に行われます。
	担保目的物区分
	計算式

	振決国債
	担保価額(円)（注１）
 ＝ 額面金額(円) × 額面100円当りの時価(円) （注２）／100 
×連動係数（注３）× 掛目 (％) （注４）／100

	振替社債等

（短期社債等を除きます。）
	担保価額(円)（注１）
 ＝ 額面金額 (円)×ファクター（注５）× 額面100円当りの時価 (円) （注２）／100× 掛目 (％) （注４）／100

	振替社債等

（短期社債等に限ります。）
	担保価額(円) （注１）
 ＝ 元本額(円) × 掛目(％) （注４）／100

	外貨建外国債券
	担保価額(円)（注１）
 ＝ 額面金額 (外貨建)× 額面100米ドル・額面100英ポンド・額面100ユーロ当りの時価（注６）／100 × 円貨換算率（注７） × 掛目 (％)（注４）／100

	外貨建証書

貸付債権
	担保価額(円)（注１）（注８）
 ＝ 残存元本額 (米セント)× 円貨換算率（円／米ドル）（注７）／100 × 掛目 (％)（注４）／100

	邦貨手形

（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）
	担保価額(円) （注１）
 ＝ 手形金額(円) × 掛目(％) （注４）／100

	邦貨手形

（邦貨手形（電子記録債権）に限ります。）
	担保価額(円) （注１）
 ＝ 債権金額(円) × 掛目(％) （注４）／100

	証書貸付債権
	担保価額(円) （注１）
 ＝ 残存元本額(円) × 掛目(％) （注４）／100

	住宅ローン債権信託受益権
	担保価額(円) （注１）
＝ 残存元本相当額等(円) × 掛目(％) （注４）／100


（注１）円位未満は切捨て。
（注２）時価は、原則として市場相場にもとづき、銘柄毎に設定されます（円位未満第２位まで）。初めて時価が設定される場合には、国債のときは、原則として発行日（分離国債のときは元利分離前の国債の発行日。以下（注２）において同じです。）の前営業日（発行日の前営業日よりも前に市場相場が発表されるときは２営業日前）の市場相場にもとづき時価が設定され、発行日から４営業日（発行日の前営業日よりも前に市場相場が発表されるときは３営業日）の間、担保価額等の算出に適用されます。また、国債以外の債券のときは、日本銀行が適当と認める日の前営業日の市場相場にもとづき時価が設定され、当該日本銀行が適当と認める日の翌営業日から３営業日の間、担保価額等の算出に適用されます。時価が設定されていない債券については、担保差入を行うことはできません。時価は、日本銀行が必要と判断した場合に変更されます。
（注３）物価連動国債の場合にのみ適用されます。適用する連動係数は、当日の連動係数とします。
（注４）掛目とは、担保価額等を算出するため、担保の目的物の時価、額面金額、元本額、手形金額、債権金額、残存元本額または残存元本相当額等に乗じる比率をいい、残存期間に応じた値が設定されます。なお、邦貨手形、短期社債、分割償還債のうち貸付債権担保住宅金融支援機構債券（貸付債権担保住宅金融公庫債券を含みます。以下同じです。）および住宅ローン債権信託受益権については、残存期間にかかわらず掛目は同一の値が設定されます。なお、掛目の値の確認方法、見直しの頻度やその他の留意点は、「４．掛目」を参照してください。
（注５）ファクターは、定時償還支払日または一部繰上償還支払日の３営業日前（これを「減額実行日」といいます。）に新しい値に変更され、同日の業務開始時から担保価額等の算出に適用されます。
ファクター ＝（各振替社債等の金額 － 各振替社債等の金額に対する
定時償還済みまたは一部繰上償還済みの額）
／各振替社債等の金額
（注６）時価は、原則として市場相場にもとづき、銘柄毎に設定されます（米セント／英ペンス／ユーロセント未満は切捨て）。
（注７）円貨換算率は、原則として市場相場にもとづき、設定されます（円位未満第２位まで）。
（注８）担保価額を計算する過程で円貨換算率を100で除した値に掛目を乗じた値の小数点第２位以下は切捨てされます。
（３）所要担保価額合計額

所要担保価額合計額とは、与信取引先毎に次の計算式により算出した金額をいいます。
所要担保価額合計額 ＝ 当座貸越残高
＋ 相対型電子貸付残高（注１）
＋ 入札型電子貸付残高（注２）
＋ 日本銀行が担保差入金融機関等に対し有する純与信額 
＋ 成長基盤強化支援資金供給（米ドル特則分を除く）貸付
残高（注３）
＋ 成長基盤強化支援資金供給（米ドル特則）の所要担保価額（注４）
＋ 米ドル資金供給オペレーションの所要担保価額（注４）
＋ 貸出増加支援資金供給貸付残高（注５）
＋ 被災地金融機関支援オペ貸付残高（注１）
＋ 気候変動対応オペ貸付残高（注１）
＋ 代理店保証額（注６）
＋ 歳入代理店保証額（注６）
（注１）貸付日の翌日から起算して返済期日までの日数に応じた貸付金利息を含みます。
（注２）期間利息（「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（入札型電子貸付（共通担保資金供給オペレーション）関係事務）」に定める期間利息をいいます。）を含みます。
（注３）期間利息（「日本銀行が貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給に関する事務取扱細則」に定める期間利息をいいます。）を含みます。
（注４）各所要担保価額の詳細については、「日本銀行が貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金供給（米ドル資金供給に関する特則分）に関する事務取扱細則」または「日本銀行が行う米ドル資金供給オペレーションに関する事務取扱細則」を参照してください。
（注５）期間利息（「日本銀行が貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給に関する事務取扱細則」に定める期間利息をいいます。）を含みます。
（注６）代理店保証額または歳入代理店保証額（以下（３）において「保証額」といいます。）は、それぞれ代理店手数料または歳入代理店手数料の支払先となる金融機関等店舗（以下「代理店手数料等の支払先店舗」といいます。）を与信取引先として設定されます。なお、担保差入金融機関等が国債振替決済制度の参加者である場合には、当該担保差入金融機関等が日本銀行に届出た元利金振込先店舗（振決国債の元利金配分額の振込先である当座勘定取引における取引先をいいます。以下同じです。）と、代理店手数料等の支払先店舗は、同一の店舗となります。したがって、元利金振込先店舗を変更する場合には、代理店手数料等の支払先店舗も同様に変更されることとなり、当該変更後の店舗に保証額が設定されることになります。
所要担保価額合計額は、各与信額の更新時に更新されます（注１）、（注２）。
（注１）日本銀行が担保差入金融機関等に対し有する純与信額は、毎営業日の業務開始時に更新を行います。

（注２）保証額を変更する場合には、変更後の保証額を適用する日（変更後の保証額の適用日は日本銀行から別途通知します。）の業務開始時に保証額の更新を行います。これらと異なる時に保証額の更新を行うこととした場合には、日本銀行から改めて通知します。
（４）担保余裕額

担保余裕額は、担保差入金融機関等毎に、当該担保差入金融機関等の担保価額合計額から、当該担保差入金融機関等に属する与信取引先の所要担保価額合計額の全店舗合計額を減じた金額をいい、次により算出します。
担保余裕額 ＝ 担保価額合計額 － 所要担保価額合計額の全店舗合計額
３．時価または円貨換算率の変更等

（１）時価または円貨換算率の変更
日本銀行が、時価または円貨換算率を変更する日を時価変更日、変更後の時価または円貨換算率を用いて担保価額の算出を開始する日を時価適用日とし、時価適用日は時価変更日の３営業日後の日とします。

時価および円貨換算率の変更は、具体的には、次のとおり行われます。
① 外貨建外国債券以外の債券の場合
時価は毎営業日変更されます（毎営業日が時価変更日です。）。

変更後の時価は、原則として、時価変更日の前営業日の市場相場にもとづいて定められ、時価適用日の業務開始時から適用されます。
≪外貨建外国債券以外の債券の時価変更等の日程の例≫
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市場相場
	時価変更日
	担保価額
合計額

および

担保余裕額

の通知
	
	時価適用日
	
	
	

	
	基準となる
市場相場
	時価変更日
	担保価額

合計額

および

担保余裕額

の通知
	
	
	
	時価適用日

	
	
	
	
	
	
	
	


② 外貨建外国債券および外貨建証書貸付債権の場合
時価または円貨換算率は、原則として、毎週最終営業日に市場相場にもとづいて変更される（注）ほか、随時に変更することがあります。

変更後の時価または円貨換算率は、時価適用日の業務開始時から適用します。
（注）外貨建外国債券の場合には、時価および円貨換算率が、外貨建証書貸付債権の場合には、円貨換算率が変更されます。
≪外貨建外国債券および外貨建証書貸付債権の時価変更等の日程の例≫
（定期の変更のうち標準的な例）
	１日
（金）
	２日
（土）
	３日
（日）
	４日
（月）
	５日
（火）
	６日
（水）

	時価変更日
	
	
	担保価額
合計額
および
担保余裕額の連絡※
	
	時価適用日


※担保不足が見込まれる場合に限ります。
（２）担保価額合計額および担保余裕額の通知

各時価適用日の２営業日前の日（時価変更日の翌営業日）の業務開始時を基準時点として、次のとおり、担保価額合計額および担保余裕額を算出したうえで、担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に「担保不足・余裕等通知」（5250-00500）を送信します。

① 担保価額合計額
基準時点で差入済である担保（同日に期日担保返戻を行うものを含みます。）について、変更後の時価および円貨換算率ならびに時価適用日時点の残存期間に応じた掛目、連動係数およびファクターにもとづいて算出します。なお、基準時点から時価適用日までに予定されている担保受払、期日担保返戻または住宅ローン債権信託受益権の残存元本相当額等の変更に伴う担保価額合計額の増減は含まれません。

② 担保余裕額

①の担保価額合計額から、基準時点における所要担保価額合計額の全店舗合計額を控除して算出します。なお、基準時点から時価適用日までに予定されている所要担保価額合計額の増減は含まれません。

担保差入金融機関等の担保出力指定店舗は、「担保不足・余裕等通知」の内容を確認するとともに、当該担保差入金融機関等に属するすべての店舗において、基準時点から時価適用日までの間に予定される担保受払（期日担保返戻を含みます。）や与信取引等を考慮し、時価適用日の業務開始時点で担保不足とならないよう担保価額や所要担保価額の管理を厳格に行う必要があります。万一、時価適用日の業務開始時点で担保不足が生じることが見込まれる場合には、速やかに、担保管理店に連絡してください。

	(5250-00500)（ A07-044 ）

	担　保　不　足　・　余　裕　等　通　知
　――――(注1)
　　　―年―月―日時点で時価変更等を実施しました。
　　　
　　　新時価等により算出した貴方差入済担保の担保価額合計額および本日の業務開始時の
　　　貴方への所要担保価額の合計額は以下のとおりです。
　　　新時価等は―年―月―日の業務開始時から適用します。
　　　
金融機関等　　―――（注2）　―――――――――――――
所要担保価額合計額　　　　　担保価額合計額　　　　　担保不足・余裕額
　　　　　　　　（円）　　 　　　　　　　（円）　　　　　　　　　　（円）
　――――――――――(注3)　――――――――――（注4）　――――――――（注5）


	（注１） 通知日が表示されます。

（注２） 金融機関等コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注３） 当営業日の業務開始時点における担保差入金融機関等の所要担保価額合計額の全店舗合計額が表示されます。

（注４） 新しい時価または円貨換算率が適用される日（時価適用日）の業務開始時点における担保差入金融機関等の担保価額合計額が表示されます。

（注５） 担保価額合計額から所要担保価額合計額の全店舗合計額を差し引いた値が表示されます。値がマイナスとなる場合には、冒頭に符号「－」を付して表示されます。


４．掛目

掛目は、毎営業日、担保の残存期間に応じた値（ただし、邦貨手形、短期社債等、分割償還債のうち貸付債権担保住宅金融支援機構債券および住宅ローン債権信託受益権については、残存期間にかかわらず同一の値とします。）が設定され、業務開始時から適用されます（注）。掛目の値については、日本銀行のホームページ（https://www.boj.or.jp）に掲載している「適格担保の担保価格」において具体的に定めています。担保出力指定店舗は、３．（２）「担保不足・余裕等通知」の内容を確認のうえ、当該担保差入金融機関等に属するすべての店舗において、掛目の適用日の２営業日前から掛目の適用日までの間に予定される担保受払（期日担保返戻を含みます。）や与信取引等を考慮し、適用日の業務開始時点で担保不足とならないよう担保価額や所要担保価額の管理を厳格に行う必要があります。万一、適用日の業務開始時点で担保不足が生じることが見込まれる場合には、速やかに、担保管理店に連絡してください。また、日本銀行では、掛目の値等については、原則として年１回の頻度で、金融市場の情勢等を踏まえた検証を行い、その結果に基づいて必要な見直しを行うこととしており、掛目の値の変更を決定した場合等には、原則として日本銀行のホームページ（https://www5.boj.or.jp）への掲載の方法により、担保差入金融機関等に対して通知しますので、留意してください。
担保の残存期間（Ｘ年超Ｘ＋１年以内）は、次のとおり計算されます。ただし、②証書貸付債権（外貨建証書貸付債権を含みます。以下４．において同じです。）の場合において、残存期間が１０年超のときは「９年超１０年以内」とします。
（注）住宅ローン債権信託受益権については、日銀ネット上、掛目の値は設定されません。担保差入先が「担保に関する細則」に定めるところにより、日本銀行に提出するための「担保差入証書（住宅ローン債権信託受益権）」、「担保価額変更依頼書（住宅ローン債権信託受益権）」等を作成するに当っては、担保差入先が２．（２）の計算式により担保価額を算出する必要があります。
（１）債券
ⅰ　当日の月日が償還日（分離利息振決国債のときは利子支払期日。また、振替社債等の償還日には、全額繰上償還日を含み、定時償還日および一部繰上償還日を含みません。以下（１）において同じです。）の月日より前である場合

Ｘ ＝ 償還日の属する年 － 当日の属する年

ⅱ　当日の月日が償還日の月日と同日またはそれより後である場合
Ｘ ＝ 償還日の属する年 － 当日の属する年 － １

（２）証書貸付債権
ⅰ　当日の月日が最終返済期日（当日が閏年以外の年の２月２８日で、かつ、最終返済期日が閏年の２月２９日である場合には、最終返済期日を２月２８日とみなします。以下（２）において同じです。）の月日より前である場合

Ｘ ＝ 最終返済期日の属する年 － 当日の属する年

ⅱ　当日の月日が最終返済期日の月日と同日またはそれより後である場合
Ｘ ＝ 最終返済期日の属する年 － 当日の属する年 － １
５．定時償還または一部繰上償還

（１）担保価額減額

定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等については定時償還支払日または一部繰上償還支払日に実質社債残高が減じられることに伴い、日本銀行は、定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等を担保として受入れている場合、定時償還支払日または一部繰上償還支払日の３営業日前の日（以下「担保価額減額実行日」といいます。）の業務開始時において、担保価額の減額（以下「担保価額減額」といいます。）を行います。定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等を担保として差入れる担保差入金融機関等は、担保価額減額による担保不足が生じないようご注意ください。万一、担保不足となった場合には、担保出力指定店舗は、直ちに担保管理店に連絡したうえで、追加的な担保差入等を行い、担保不足を解消してください。
なお、定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等は、定時償還または一部繰上償還の実施に伴い実質社債残高は減少しますが、額面金額は変更されないため、日本銀行は、定時償還または一部繰上償還に伴う担保残高の減額は行いません。

（２）担保価額減額に伴う通知

日本銀行は、（１）の定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等の担保価額減額が行われる場合には、担保価額減額実行日の前々営業日および前営業日の業務終了時点において差入済となっている担保について、担保価額減額実行後の担保価額合計額を算出の上、それぞれの日の翌営業日（担保価額減額実行日の前営業日および担保価額減額実行日）の業務開始後に担保出力指定店舗に対して「振替社債等担保価額減額実行日通知」（5411-02500）を日銀ネットにより送信します。

	（5411-02500）

	振替社債等担保価額減額実行日通知

────（注1）
─年─月─日（注2）を定時償還支払日または一部繰上償還支払日とする振替社債等の担保価額について、

減額のお知らせをします。減額後の担保価額は─年─月─日（注3）の業務開始時から適用しています。

　　　　　　（注4）
担保管理店　   　　 　　　　　
担保目的物区分　22 振替社債等　　　　金融機関等　　　 　　　　　　　
銘　　柄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　課税・非課税の別

担保残高（円）　　減額前担保価額（注5）（円）　　　減額金額（円）　減額後担保価額（注5）（円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
合　計　　　　　　　（注6）件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注6）


	（注１）通知日が表示されます。

（注２）定時償還支払日または一部繰上償還支払日が表示されます。

（注３）担保価額減額実行日が表示されます。

（注４）「翌営業日減額分」または「本日減額分」と表示されます。また、同区分が変
わった場合には、改ページを行います。ただし、同一区分において改ページされた場合は、２頁目以降は帳票タイトル行からサブタイトル行（銘柄、課税・非課税の別、担保残高（円）、減額前担保価額（円）、減額金額（円）、減額後担保価額（円））までは表示されません。

（注５）通知日において適用される時価等により算出した担保価額が表示されます。

（注６）定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等の件数および減額金額の合計が表示されます。


６．日本銀行が有する純与信額の更新
日本銀行は、毎営業日の業務開始時点において、日本銀行が担保差入金融機関等に対し純与信額を有する場合には、利用細則（国債売買等関係事務）に従い、当該純与信額にかかる所要担保価額の更新を行います（注）。国債の条件付売買または米ドル資金供給オペレーションにおける担保の供給を目的として行う国債の買戻条件付売却の売買先を有する担保差入金融機関等は、純与信額の更新による担保不足が生じないようご注意ください。
なお、純与信額の更新に伴い担保不足が生じた場合には、担保不足が解消されるまでの間、日本銀行は、追加の与信（日中当座貸越を含みます。）、担保返戻および期日担保返戻は行いません。このため、日本銀行の指示に従い、担保の追加差入等により、直ちに（遅くとも午後１時まで）に担保不足を解消してください。
（注）日本銀行は、毎営業日の業務開始時点において、売買先が日本銀行に対し純与信額を有する場合には、所要担保価額合計額への反映を行いません。
７．代理店保証額および歳入代理店保証額の改訂
日本銀行は、代理店契約または歳入代理店契約にもとづき、代理店保証額または歳入代理店保証額を改訂した場合には、改訂日の業務開始時に当該代理店保証額または歳入代理店保証額にかかる所要担保価額の更新を行います。日本銀行と代理店契約または歳入代理店契約を締結している担保差入金融機関等は、代理店保証額または歳入代理店保証額の改訂による担保不足が生じないようご注意ください。万一、担保不足となった場合には、担保出力指定店舗は、直ちに担保管理店に連絡したうえで、追加的な担保差入等を行い、担保不足を解消してください。
３営業日後





３営業日後





以下同様に推移





３営業日後








